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講評 

ネットワーク理論の経済学への応用を主題とする本博士論文は、6 つの章から成る。ネッ

トワーク理論は、数学のグラフ理論、社会学のネットワーク分析、物理学の統計物理学、

情報学の Web 解析等を源流とする新しい学際的な研究分野であるが、1998 年に Nature に

掲載されたWatts- Strogatzの “ Collective dynamics of ‘small-world’ networks” と題する

論文、それに続く 1999 年 Barabasi らによる論文を機に一つの特定の研究分野としての姿

を現し今日に至っている。こうした研究成果を議論するために 2001 年 7 月ドイツのキール

大学で開かれた国際会議が、ネットワーク理論に関する世界で初めての国際会議と言われ

ることからもわかるように、ネットワーク理論は誕生して 10 年余りの新しい学問領域であ

る。現時点において経済学への応用はきわめて数が限られている。 

第 1 章では、ネットワーク理論の経済学への応用が有望であり将来性に富んでいる、と

いう宣言がなされている。 

 第 2 章では、ネットワーク理論における基本概念、例えば、ネットワークの「次数」、「平

均パス長」、「クラスター係数」等につづき、regular network、scale-free network、random 

network といったネットワークの基本タイプ、さらに分析に用いられる「平均場」の方法

等が説明されている。第 3、4 章はこうした分析道具をミクロ経済学、第 5 章はマクロ経済

学の問題に応用したものである。 

第 3、4 章は、経済物理学的アプローチをネットワーク上で生ずるゲーム論・ミクロ経済

学の問題に適用した研究である。 

第 3 章は、進化ゲーム理論における、ネットワーク上の協調の進化に関する一連の研究

にあらたな知見を与えるものである。いま、プレイヤーを頂点とし、対戦するプレイヤー

同士を枝で結んだネットワークを考える。プレイヤーの戦略は協調か裏切りのどちらかで

あり、対戦するすべてのプレイヤーに対して同じ戦略を取る必要がある。協調を取ると、

自らにはコスト c がかかるが、各対戦相手には便益 b が生ずる（b > c）。裏切った場合に

はコストはかからず、また対戦相手には何の便益も与えない。これは、囚人のジレンマの

一種であり、協調することが望ましいにもかかわらず、裏切ることが常に最適（支配戦略）
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となっている。このようなゲームにおいて、つぎのような戦略の進化ダイナミクスを考え

る。各時点 t=0,1,2,… においてランダムに一人のプレイヤーが死滅し、死滅したプレイヤ

ーの場所には近隣のプレイヤーの子孫が一人入る。子孫には親の戦略が遺伝する。近隣プ

レイヤーの子孫のうち誰が選ばれるかは、近隣プレイヤーの利得に比例する。これは、ネ

ットワーク上で生活する生物の進化を記述するモデルとして、進化ゲーム理論で活発に研

究されている動学系であるが、経済社会問題における模倣のモデルと見ることも出来よう。

Nowak らは、このようなモデルでは協調戦略のクラスターが進化を通じて生き残る可能性

があることをシミュレーションを通じて明らかにし、その後さまざまな派生研究を生み出

した。特に問題になるのは、どのような場合に協調が進化しやすいかということである。

問題となる動学系が複雑でアナリティカルな解を求めることが困難なため、先行研究では

近似計算とシミュレーションを用いて b/c  >  <k> という協調進化のための条件を導い

た。ここで、<k> は頂点から出る枝の数（次数）の平均である。これに対して第３章はや

はり近似計算とシミュレーションを用い、b/c  >  <knn>  という新たな条件を提示する。

ここで、<knn> はひとつの頂点に隣接する頂点の次数の平均である。一般に <k> と 

<knn> は異なり、現実によく観察されるスケール・フリーネットワークにおいては、第 3

章の条件のほうが既存の条件よりも良く当てはまることが示されている。これは、進化ゲ

ーム理論において興味深い結果であると評価できる。 

 第 4 章は、寡占問題にあらたな視点を導入する研究である。伝統的に、ゲーム理論・寡

占理論では部分均衡分析の立場を取り、一つの市場に存在する少数の生産者のみでプレイ

されるゲームを考えてきた。しかしながら一般均衡モデルにおいては、ある財の需要はす

べての財の価格に依存する。したがって、きわめて一般的に考えると、ある財の生産者は

経済に存在するすべての生産者を相手にゲームをプレイすることになる。第 4 章の研究は、

このような両極端の立場の中間を考えるものである。例えば、マグロの生産者は牛肉の生

産者と競合し、牛肉の生産者はソーセージの生産者と競合するかもしれないが、マグロと

ソーセージの間の競合関係は薄いかもしれない。第 4 章では、各生産者を頂点とし、競合

関係にある生産者を結んだネットワークを考え、このようなネットワーク上の数量競争ゲ

ームを考察している。とくに、ネットワークが現実によく観察されるスケールフリー型で

あると、ほとんどの生産者は独占生産量を生産するというきわめて斬新な結果を導いてい

る。スケールフリー・ネットワークにおいては、多数の生産者と競合する生産者（ハブ）

がおり、このような生産者の生産量は競争により小さくなる。一方、それ以外の生産者は

ハブと対戦することが多いため、ライバルの生産量が少なく、独占に近い生産量が均衡と

なるのである。企業の競合関係がスケールフリー・ネットワークに近いのはどのような場

合であるかを調べるのは今後の課題であるが、(1) 生産者の競合ネットワークというあらた

な視点を寡占理論に導入したこと、(2) この視点の導入によってきわめて斬新な結果が生ま

れる可能性があることを示した点で、第 4 章はきわめて興味深い研究であると判断できる。 
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第 5 章の分析は、ネットワーク理論を経済成長理論における技術進歩（全要素生産性 

Total Factor Productivity = TFP）の問題に応用したものである。Solow による成長会計の

分析以来、先進国の経済成長においては TFP の役割が決定的に重要であることが広く認識

されてきた。実際この TFP をいかに説明するかが、Romer、Aghion、Howitt、Grossman、

HelpmanらによるいわゆるNew Growth Theory or Endogenous Growth Theoryの掲げた

最大の問題であった。New Growth Theory は、個々の企業の最適化行動すなわち利潤最大

化を目ざして行われる R&D 投資にもっぱら光りを当てたのであるが、第 5 章では、企業の

ネットワーク構造がマクロの TFP にどのような影響を与えるかが分析されている。これは

個々の企業の行動に焦点を当てる従来の New Growth Theory とは異なり、企業間に存在す

る「外部性」（著者の言う knowledge spillover）に焦点を当てる新しいアプローチである。

Regular network や random network に比べて scale-free network の構造の下で、もっと

も経済成長率は高くなる、という結論が導き出されている。こうした結論は、従来の成長

理論では分析されて来なかった問題にメスを入れたものできわめて興味ぶかい。 

なお第 5 章の複雑ネットワークの解析においては筆者の開発した新しいタイプの「平均

場近似」が用いられている。一般に平均場近似では、ネットワーク中の典型的な１つのノ

ードに注目する。従来の平均場近似においては、注目するノードに隣接するノードの影響

を平均値で置き換える。それに対して紺野氏が開発した新しい平均場近似においては、注

目するノードに隣接するノードは平均値に置き換えずにそのまま残し、隣接するノードに

更に隣接するノードの影響を平均値で置き換える。ここで注意すべきなのは、任意のノー

ドが持っている平均のリンク数と、 そのノードに隣接するノードが持っている平均のリン

ク数は異なるという点である。この違いのため、従来の平均場近似と、紺野氏が開発した

平均場近似では結論が質的に異なる。数値計算との比較は、紺野氏の平均場近似が非常に

良い近似になっていることを示している。この新しい平均場近似の開発は、経済理論にお

けるだけでなく、複雑ネットワーク理論においても重要な寄与である。 

 第 6 章は、わが国の企業 80 万社をカバーする大規模デーダを用いて現実の企業間のネッ

トワークがいかなる構造を持つかを分析した実証分析である。ここではわが国の企業構造

が Scale-free network であり、階層構造（hierarchical structure）を持つ、という興味ぶ

かい結論が導かれている。 

 

論文審査の結果 

 紺野友彦氏の博士論分は、ネットワーク理論という新しい学際的学問分野の分析手法が

ミクロ経済学、マクロ経済学、いずれにおいても有効であることを示した。経済学に新し

いアプローチを導入し経済学的にも意味のある興味ぶかい結論を導き出した本論文は、本
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研究科が要求する博士論文の基準を十分に満たしている。したがってこの審査委員会は、

本論文により博士（経済学）の学位を授与するにふさわしいと全員一致で判断した。 

 

2010 年 2 月 23 日 
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